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国有化産業の投資基準に

関す る一考 察

吉 武 清 彦
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1序 言

拙稿 「イギ リスにおけ る国有化理念の政策的展開』において,筆 者はイギ

リス国有化産業の価格政策 と投資政策が,い かなる政策的理念を背景 として

成立 した ものであ るかを分析 した。筆者はそ こで,こ れ らの政策 も,そ の基

調において両大戦間の大不況期のイデォ ロギーを色濃 く反映 し,ま た同時に

ケイソズ経済学,ピ グーの厚生経済学,更 には社会主義 イデオ ロギーの影響

を多分に受けつつ その理論的骨格 を 形成 したのであると結論 したのであっ

た。 ここでその理論的骨格 とい うものの具体的内容を例示す るな らぽ,す な

わち独立採算桐L低 価格政策,平 均費用政策,プ ー一ル計算である。

このや うな国有化理念 と政策 とは,第2次 大戦後のイギ リス資本主義の20

年 におよぶ歩みにおいて,果 して如何なる政策的帰結を もた らしたのである

か?筆 者はこの問いに関 しては,す でに若干の論文で考察を試みたが,そ

こでえられた結論は次の如 くであ る。すなわち両大戦間の大不況期 とは全 く

異った第2次 大戦後のイギ リス資本主義の様相の下では,国 有化理念のあ る
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もの(例 えば不況対策,所 得平等政策 としての国有化政策)は すでに不必要

とな り,最 早 時代 にそ ぐわ ない もの に な ったが,他 面 イギ リス 資本 主義 の 新

しい事 態(例 えば 慢性 イ ソフ レー シ ・ソ ・国債管理 問題)で は,国 有 化 政 策

は全 く予期 しなかったような政策的帰結(例 えば国債管理問題 と国有公債発

行 のヂ レソマ ・エ ネルギ革命に伴 う石炭業の斜陽化)を もた らした とい うこ

と で あ っ た 。

この ような,国 有化政策に対す る反省は,イ ギ リス の 国有化産業 が 過去
(1)

20年 余に示 して来た 実績を 考察することによりなされて 来た訳であるが,

他方においては経済理論の戦後における著 しい発展の中か らもなされつつあ

るとい うことが出来る。特に価格理論の発展 と,投 資基準理論の進歩 とは現

実の国有化産業の価格,投 資政策に対 して多 くの有益な忠告 と批判 とをな し

(1)現 実 の 国 有 化 産 業 の 投 資 政 策 及 び 価 格 府 策 に 関 す る 代 表 的 交 献 と し て 次 の も

の が あ げ ら れ る 。

1,1・]M・D・Little,The-PriceofFuel,(Oxford;A七theClearendonPress,

1953).

2.S・R・Dennison,``lnvestmen七in七heNa七ionalizedIndus七ries,"(Manchester

StatisticalSocie七y,1959).

3.R・Kelf-Cohen,NationaligationinBri七ain,(London;Macmillan&Co.

Ltd..1959).

4.R.Harrod,.Policya8ainstinflation,(London;Macmil]an&Co.Ltd.,

1958).

5.RHarrod,TheBritishEconomツ,(NewYork;McGraw-Hill,1963)・

6.D.L.Manbv.``Financeof七heNationalisedIndustries,"TheBulle七in

of七heOxfordInstituteofStatistics,May1959,

7,C。D.Foster,"TheCos七 〇fFinancingtheNationalisedIndus七ries,"The

Bu]letinof士heOxfordInstituteSta七istics,May1960.

8.CapitalJnvestmentintheCoal,GasandElectricitylndttstries-Cmnd.

132/1957,Cmnd.415/1958,Cmnd.713/1959,993/1960.

9,Ref)ortofCommitteeona!>1ationαIPolicjyノ 「ortheUseoプFuelan41)oooePt

Rθsources,Cmnd.8847/1952.

10.Selec七Comnli七teeonNa七jona】izedIndustries(ReportsandAccounts):

RePortevithevidence.1957-8/187_1.

11.W・A・Robson,Na・tionaliee4Jndustrptα 厩PublicOωnership,(London;

GeorgeAllen&UnwinLtd.,1960).Chapt.VIIIandChapt.XI.

12.電 力 中 央 研 究 所 「英 国 電 気 事 業 に お け る 資 金 調 達 問 題 」 「海 外 文 献 評 釈 」(昭

和37年2月 。 川 崎 和 男 訳)こ れ は 文 献6,7の 日 本 訳 を ふ く む 。
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(2)

っつあ るといえ るであ ろ う。

また,イ ギ リス にお い て,今 日で は 国 有 化産 業 部 門 は 公 共 部門の重 要な一

部分を占め,従 ってその投資政策な り価格政策な りは,経 済政策上の有力な

戦略変数とな らざるを得ない。そ もそ も戦後のイギ リス資本主義は慢性的危

機症状を呈 して来,そ のことは過去20年 間に7回 も現われた ポソド危機に

よって も明 らかであ る。そ してそのたび ご とに,イ ギ リス政 府 は投 資 を 抑制

し,国 内需要の減少を計った。かかる度重なる投資抑制 のため,最 近 のイギ

リスにおける総投資額の増加率は著 しく低い。それだけに公共投資の効率如

(2)国 有 化 産 業 の 価 格 政 策 ・投 資 政 策 に 関 す る 理 論 的 文 献 は,非 常 に 多 数 に の ぼ

り,こ れ ら す べ て を 網 羅 す る こ と は 容 易 で は な い 。 こ こ で は 代 表 的 な も の 及 び こ

こ で の 立 論 に 関 係 あ る も の の み を あ げ て お く 。

1.J.E.MeadeandJ.M.Fleming,t`priceandoutpu七Policyofstate

Enterprise,"EconomicJoumal,Dec.1944.

2.T.Wilson,"priceandOutpu七PolicyofStateEn七erprise,"Economic

fournal,Dec.1945.

3.A.M.Henderson,``PricesandProfitsinStateEnterprise,"Revieωof

EconomicStudies,XVI(1948-49).

4.A.M.Henderson,t`ThePricingofPublicU七ilityUndertaking,"The

.WanchesterSchool,No.3,1947.

5.M.S.Felds七ein,``NetSocialBenefitCalculationandthePublic

Investmen七Decision,"OxfordEconomicPapers,March1964.

6.M.F.Scott,t`Investmen七PolicyinaNa七ionalizedIndustry,"The

ReviewofEconomieStudies,1949-50,Vol.XVII(3).

7。R・G・LipseyandR.KLancaster,`「TheGenera】TheoryoftheSecond

Bestノ'.Revtezt}ofEconomicStudies,Vol.XXIV(1),No.63,Dec.1956.

8.S.Marglin,tfTheOpportunityCostsofPublicInvestmentノ'QMarterly

JoumαlofEconomics,May1963.

9.A.J.Merre七 七,``AReconsidera七ionofInvestmentandPricillgcriteria

in七heNa七ionalisedIndus七ries,"ManchesterSchoolofEcon・&Social

Stuaies,Vol.XXXII,September1964.No.3.

10.

11.

12.

V.V.Ramanadham,Public,Enterprise伽Bri七ain,(London,FrankCass

&CompanyLtd・,1959).

1.M.D.Little,Ou七putandPrice-PolicyinPublicEnterrise,ACritigue

ofPVe9ノ αreEconomics,(Oxford,AttheClarendonPress,1949).

丸尾直美 「国有化産業における投資政策」(三田学会雑誌,昭 和35年3月 号)。

「国有化産 業に おけ る価格 ・産 出量政策 」(同 誌,昭34年5月 号)。

13.福 地崇生編 「投資基準理 論の展望』(ア ジア経 済研究所,昭 和37年)。 研 究参

考 資料第13集 。
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何 は大 きな問題 と して クローズ ・ア ップせ ざるを得ない し,そ の 中で も国 有

化 産 業 投 資 の効 率 問題が緊急の重要性 を持 つ ことにな る。

か くて筆 者 も,国 有 化 産 業 の投 資 は 一 体如 何 な る基準に基 づ くべ きかにつ

いて,考 察 を試 み た訳 で あ る。 そ の さ さやかな考察 の結果 が この研究 ノー ト.

で あ る。始 め にA.J.Merrettに 従 って,投 資 基 準 の動 態 化 とい われ る側 面

を 考察 し,次 に は 国有 化 投 資 の社 会 的 な全 経済構 造的側面を考え,次 には 限

界 費 用 か フル ・コス トか の問題 を扱い,最 後 に これ らの考 察 の上 にた って,

改 め て投 資 基 準 の 問題 を再 考 してみた。

皿 国有化産業の投資基準

投資基準理論の発展は,最 近著 しい進歩を示 しているが,そ の発展の基本

的方向は2つ に大別 され るように思われる。1つ は視点を時間的に拡大 して

長期的効果を考慮す る方向であ り,他 は視点を大局的に拡大 して外部経済効
しヨリ

果を考慮す る方向であ る。 この節では第1の 視 点 に立 っ て投 資基 準 問題 を考

察 してみたい○

戦前か ら,ピ グ ーやJ.E.ミ ー ド等 に よ り,資 源 の最適 配 分 を実 現 す る方 法

と して,限 界 コス ト原 理 が 唱 え られ て来 た訳であ るが,現 在 で は限 界 コス ト

政 策 が 適 用 され得 るのは極 めて限 られ た範囲においてであ ることが明 らか と

なっている。限界 コス ト政策は,一 定 の固定 設備 を前 提 と して極 めて短期間

適用 され得 るにす ぎないのであ って,し か も この 限界 コス ト政 策 が いずれ の

財に も適用 されてい ることが,こ の政 策 適 用 の必 須 の 条件 とな ってい る。単

くり

なる限界費用理論は,投 資基準を提供するものではない。更に限界 コス ト政

策の実施については理論上,実 際上さまざまの困難があ り,こ れ らの諸困難

くの

に 就 い て はA.M,Hendersonの 論 文 に お い て 詳 細 に 述 べ られ て い る 。

(3)福 地 崇 生 前 掲 書2頁 。

(4)T・Wi]son,op・cit・,P・457・

(5)A・M・Henderson,s`PricesandProfi七sinStateEnterPrise,"PP・17-19・
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これ らの限界 コス ト政策にまつわる諸困難を避ける1つ の方法として,綜

合余剰一 消費者余剰 と生産者余剰 との和一 の極大化を求める方法が考え

られ る。すべての市場において完全競争が支配 している場合,需 要曲線 と限

界 生産費曲線 との交点は,均 衡点であって,外 部経済を別 とすれぽ,こ れが

資源の最適配分を実現する所の最適点となる訳である。そ してこの点におい
くの

て綜合余剰は極大にな る。 この節で投資基準を求め るのに,こ の綜 合余 剰 極

大 化 の 方法 に よっ た。 以下 の所 説は この方法に よって国有化産業 の投 資基準

を求 めたA・J・Merrettの 論 文 に よる もの で あ る。

Merret七 は,す べ て の費 用 を2種 類 に分 け て,構 造的 費 用structuralcosts

これ は 次 期 以降 の 生産 費 に影 響 を与 える ような費用 であ って多 くの資本

設備 はそれ の代表的 な ものであ る と非構 造的費用non-structuralcosts

これ は 次 期 以降 の 生産 費 の構 造 に何 ら影響を与えない費用であ って,原

料 費 な どが そ の例 で あ る一 とに分けてい る。 この分類 にやや近 いのは固定

費 用 と可変費用 との分類であ ろ うが,し か し普 通 可変 費 用 の 中に含 め られ て

い る賃金 コス トな ど も,雇 入,解 雇 に伴 って 広 告 費 な り退 職 金 な りが必要 と

ぐ　ひ

な るとすれば,こ れ らも構造的費用 と考えられなければな らない。構造的費

用は定義か らして,次 期以降の生産 コス トに影響を及ぼすのであるか ら,生

産が今期だけでな く次期以降に継続 して行なおれ,今 期のみでなく次期以降

の生産計画 も同時に樹立す る必要ある場合には,今 期においていかなる構造

的費用 と非構造的費用 との 組合せを 採用す るかが 大きな重要性を 持 って来

る。固定設備は次期以降に,生 産力として機能するのである。

今,第1図 において第1期 には産出量x1と し,第 『期においては産出量

x2の 予定だ とす る。需要曲線 は 第1期,第fi期 それぞれD1,D2で 示 され

(6)J・RHicks,``TheRehabili七ationofconsumer'ssurplus"Revieωof

EconomicStudies,Feb.1941.pp.112-115.

な お こ の ピ ッ ク の 所 説 の 詳 細 な 紹 介 は 熊 谷 尚 夫 「厚 生 経 済 学 の 基 礎 理 論 」(東 洋

経 済 新 報 社,昭32年)245-251頁 参 照 。

(7)A・J・Merre七t,AReconsidera七ion,P・267。
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第1図

口
L
産出量

＼

＼

第1期 X2 産出量

る。 また費用 曲線 はCC,CIC、 で表 わ され る。 この費 用 曲 線CC,CICI,が 不 規

則 な突 出部 を持 って い るの は,そ こに おい て前 述 の構 造 的費 用 が支 出 され た

ことを示す。 この構造的費用 が支出 され た後,産 出 量 の増 大 は,一 定 量 迄 は

水 平 部分 で示 され る よ うに コンスタ ソ トの生産 コス トで もってな され る。 こ

の一定量 以上に生産を増 加す るとすれば,改 め て構 造 的費 用 を 支 出す るか,

あ るいは 非 構 造 的 費 用 を支 出す るかの選択に立 たされ る ことにな る。後者 の

費用 曲線は点線 で示 され るのであ るが,右 上 りの カ ー ブが示 す よ うに これ は

生産量 の増 加に伴 って生産費は増 加す るこ とにな る。前 者 の構造的費用 を支

出す る場合においては,こ れ は第1期 のみ で な く第fi期 に も生産 コス トに 影

響 を及 ぼす こ とに なるが,後 者 の場 合 には か か る こ とは な い。普通限界 コス

ト政策 と呼ばれてい るのは,こ の後 者 の点 線 カ ー ブに よ って価格 を決定 しよ

うとす る ことを指 すのであ り,こ れ ら数個 の点 線 カ ー ブ と需 要 曲線 との交点

は,い ず れ も限 界 費 用 と価 格 とが 一 致 した点 を示す訳であ る。従 って第1期
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においてさえ,限 界費用政策に従えば数個の解答が出 るとい うことになる。

さて第1期 の産出量はXl,;911期 の産出量はX2,と し,第 皿期の費用曲

線CiC1は 第1期 の費用曲線CCを 前提 した場合に始めて成立す る曲線 とす

る。かかる場合,如 何に して投資基準が求め られ るか?前 述の如 く,綜 合

余剰の極大化が,限 界費用政策に代 る資源最適配分の基準となっている。第

1図 で綜合余剰 とい うのは,需 要曲線と支出曲線 とでかこまれている部分を
く　ラ

指すのであるか ら,結 局求める投資基準は,第1期 のこの綜合余剰面積 と,

第 皿期の利子率で割引された綜合余剰面積 との和が極大になるように,構 造

的費用の支出な り,非 構造的費用の支出な りを選択すればよいとい うことに

なる。第1期 でいえば,こ の面積 とは需要曲線D1と 支出曲線ccと で囲 まれ

た部分を指 し,突 出部分は勿論 この面積か らは差引かなければな らない。

この余剰面積極大化 とい う方法は,生 産技術の変化その他に もとつ く,生

産 コス トの変化な り,ま た将来需要の変化な りを勿論前提 として考えている

訳であって,面 積極大化を考える際,い かなる生産技術を採用す るか,ま た

いかなる規模の企業で生産するか等によって解答は必ず しも1つ とは限 らな

いo

以上の解法 は,2つ の 前提 条 件 が あ る ので あ って,1つ は完 全 競 争 の条 件

で あ り,2つ に は,消 費 者余 剰 な り生産 者余 剰 な りが計測出来 る とい う前提

であ る。 もし代 替 ・補定 の関係が成立す る場 含とか,或 いは 産業 の 他 の部 分

に お い て独 占が成立 してい る場合 とかにおいては,以 上 の解 は 最 適 解 とは な

り得 な い のは明 らか であ って,所 謂"secondbest"の 問題 とな る。 更 に こ

の 消費 者 余 剰 な り生産者余剰 な りが果 して計測可能であ るか否か も大 きな問

題 とな って来 る。 これ らの問題は後節 において改 めて考察 してみ たい。

皿 国有化投資の社会的費用

前節では国有化投資の基準を時間的経過の中か ら探 ることを試みた訳であ

(8)こ こでそれぞれ の突 出部は,生 産者余剰 のnetの 変 化を考 え るもの とす る。
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るが,こ こでは国有化投資を社会的な角度か ら眺めて見ようとす る。先ず始

めにその社会的な投 資効果について,次 いでその投資資金調達の社会的費用

について考察 してみたい。

イギ リスの基礎産業一 石炭,鉄 道,電 力,ガ ス が国有化 されたその
ぐ　　

契機については,他 の論稿で考察 した所であるが,要 は国有化に よって合理

化を行ないこれに よってイギ リス資本主義の体質改善に役立たせ ようとした

所にあった訳である。その合理化の手段 として,大 幅な合理化投資の推進が

予定 されていたのであった。それ とい うのも結局 これ らの基礎産業の提供す

る生産物ない しサービスの機会費用が著 しく高 いか,ま たはその外部的経済

効果が大きい と判断 されたために外ならなかった。従ってこれ らの産業の能

率測定は極めてむつかしく,私 企業の場合のように収益率だけでは判断す る
ド　の

ことは不可能である。

第2次 大戦終了後,国 有化政策が実現 された後,イ ギ リスの歴代内閣は,

上述のような外部的経済効果を期待 して国有化政策をお しすすめ,ま た大幅

な国有化投資を 推進 した といってよい。 少 くとも50年 代の前半まではこの

ような外部的効果をね らって投 資を推進 した。特にエネルギー革命が成立す

る以前 の石炭業の如 きは,石 炭不足がボ トルネ ヅクとなってイギ リス産業全

体の生産活動が妨げ られたこともあって,当 時は投 資効率の如 きは度外視 し

て政府は石炭業に大量の投資を行 った。このことは当時の大蔵次官A・T・K・

(9)拙 稿 「イ ギ リス産 業 国有 化 の 歴 史 的 前 提 」(1)(9)。 「商 学 討 究 』 第14巻3

号 及 び4号 。

(10)イ ギ リス 国 有 化 産 業 の収益 率 は,1960年 代 で も私 企 業 のそ れ を 著 し く下 廻 っ

て い る。CD.Fosterに よれ ば,国 有 化 産 業 の収 益 率 は 大 体4～5.5%で あ っ て,

投 資 々 金調 達 の名 目 コ ス トを 僅 か な が ら上 廻 って い る 程 度 で あ る のに 対 し,私 企

業 部 門 は10～20%で あ る。 この収 益 率 の差 は,国 有 化 産 業 に お い て 価 格 が,議 会

な りそ の 他 公 共 機 関 の統 制 を うけ て い て 勝 手 に は 値上 げ 出来 な い こ と,ま た 企 業

の危 険 度 に お い て も国 有 化 産 業 は 私 企 業 よ り も遙 か に 安 全 で あ る こ と,等 に 求 あ

られ る 。Cf.CD・Foster."TheCostofFinancing七heNationalisedIndus七riesノ'

な おV.V.Ramanadahm,PublicEnterpriseinBritainPP・150-153.に お い て

イ ギ リス の公 企 業 と私 企 業 との差 異 が6点 に わ た っ て詳 細 に論 じ られ て い る。
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(11)

Gran七 の,イ ギ リス国有化産業特別委員会での証言か らも明 らかである。

たしかに1950年 代迄は,イ ギ リス国有化産業の 社会的生産力は極めて高

かったのであろ う。 しか しなが らこの社会的生産力は第2次 大戦後の急激な

技 術革新の浸透,そ れに伴 う産業構造の著 しい変動に伴 って,次 第に低下 し

たといえるだろう。具体的な例でい うとエネルギー革命に伴 う所の,石 炭業

の急激な斜陽化 石炭の売行き不振は イギ リスでは1957年 夏か ら始 まっ

た とか,運 輸業における自動車輸送の急速な増大に伴 う鉄道の斜陽化等

が挙げ られ るであろ う。 このような競争産業の出現に伴って,国 有化産業の

社 会的生産力は急速に低下 した と見ることが出来 る。国有化産業は これ ら競

争産 業におけ る代替財を含めた上で新 しく投資基準を練 り直す必要にせ まら

れ るに到ったのは当然であった。

以上のことを,今 日の投資基準理論の言葉で表現 し直す と,戦 後国有化産

業投資は社会的限界生産力基準(SMP基 準)で のみ考えられていたため,

短期的な視野で しか考 えられず,従 って長期的な成長力増大の視点を欠いて
くユの

い た と い う こ とに な る で あ ろ う。 ま た こ の こ と を,経 済 体 制 問 題 と して 考 え

て み る と,資 本 主 義 と い う大 海 の 中 に 存 立 す る 社 会 主 義 の 孤 島 の運 命 は,や

は りこ の 資 本 主 義 とい う大 海 の 力 に よ っ て 支 配 を 受 け ざ る を 得 な い とい うこ

とで もあ る 。 将 来,我 々が 経 済 計 画 な り社 会 化 な りを 考 え る場 合,か か る 外

界 の 条 件 変 化 と い う要 素 を 見 逃 して は い け な い 。 将 来 の 産 業 構 造 の変 動 とい

(11)Cf・ReportsfromtheSelectCommitteeonNαtionalise41n4ustries(Repor七s
andAccoun七s),HMSO.Cmd.181-1,Q.625-633.

A・T・K・Gran七 は ,国 有化産 業の投資計 画全般につ いて の主査 であ ったが,本

報告 書 の中で彼は1958年 迄 の石 炭業へ の投 資に 関 して詳 細に述べ てい る。以下 は

彼 の証言 の概 要で あ る。

「我 々は,当 時 出来 るだけ早 く しか も大量 に,石 炭 を 入手 す る ことに 関心 を もっ

てい た。 たの ため石炭 業 の長期的 計画につ いては比較的 関心が 薄か った。Q・625・

そ のため投資 の収益如 何につ い てほ とん ど考 え た ことがなか った。Q・630・ 我 々

と しては石炭 庁(NationalCoalBoard)の 提出す る投 資計画 に全面 的に信頼 す

るだけ であ った。Q・630・ しか し今や,昔 のよ うな石炭 危機は現 われ な くな った

ので あるか ら.も っと投 資計 画 については細か い計 算 をせね ばな らぬ 。Q625d

(12)福 地崇 生 「投資基準理論 の展望 」5頁 。
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う視点を見失った国有化政策は,結 局既存の産業構造を強化す るのみで,新

しい発展のス ピー ドを妨げ結局一国経済の停滞を もた らす ことになるであろ

う◎

社会的生産力の減少 とい うことも,以 上の如 く重大な意義を もつのである

が,こ れ以上に重大な意義をもつ問題 として浮び上ったのは,国 有化投資資

金調達の社会的費用の問題である。本来な らこの社会的費用の問題 も,国 有

化産業において使用 されている各生産要素それぞれについて考察すべ きであ

るが,こ こでは社会的費用 と私的費用 との間のへだた りが特に大 きいと思わ

れ る投資資金調達の費用の問題に限定 したい。

イギ リス国有化産業の 投資々金は,1956年 迄は石炭を除き,ほ とんど政

府保証付の国有化公債の発行によって調達 されていた訳で,政 府保証付 とな

っているか ら,金 縁証券 と同じ金利であ り,国 有化産業は,非 常な低利で資

金を調達 していたとい うことになる。 この ような低利の融資とい うことは,

明らかに国有化投資を優遇 した ものであったが,問 題は このような資金調達

の方法のイギ リス経済全体に及ぼ した影響である。

この国有化産業 の 資金調達 の 社会的費用 として どんな ものが あるか,

くゆ

C・D・Fosterは 次のような項 目をあげてい る。

1)イ ギ リス国有化産業は,そ の国有化保証公債を発行す る際,発 行引受け

に関す るコス トは,す べて自らは免れて政府に代行 して貰っている。 しか

も政府が支払っている引受手数料は発行額の1%に すぎない。 しか し普通

民間企業が債券を発行す る際には,発 行額の3%～8%に 相当す る額を,

民間引受業者に支払っている。 もし国有化産業が万一民間企業 と同じ立場

に立ち,民 間企業 と同 じ条件で資金調達をせねぽな らぬとすれぽ,従 来の

極めて低い利子負担額以外に,こ れ ら民間会社が支払 うであろう所の手数

料を,資 本調達のために支払わねばな らぬことになるであろ う。 このよう

(13)C・D・Fos七er,t`TheCostofFinancingtheNa七ionalisedIudustriesノ'

PP・254-256・
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な債券の引受けに関 して従来 よ りより多 く支払わねばならぬ額,こ れ こそ

は資金調達のために生ずる第1番 目の実質的な コス トになる。

2)イ ギ リス国有化保証公債は,1958年 でイギ リスの国債総額の12%を 占

めているのであ るが,こ の国有化保証公債の発行に伴って,発 行 しない時

に比 し,他 の条件が同じであれば,国 債の発行量がそれだけ増加した こと

に伴い,利 子率をい く分で も高めたことになる訳である。 この利子率 の増

加分だけは,国 有化保証公債の発行に伴って生 じたのであるか ら,当 然国

有化産業資金調達の社会的費用 とならざるを得ない。この額はい くらであ

るか?そ れは(i)実 際に毎年政府が財政の中の公債利子 として支払 って

いる負担部分総額(勿 論国有化保証公債の利子支払いは政府自らでな く,

国有化産業自身であるか ら,こ の総額の中には含 まれない)か ら(ii)国 有

化産業が,民 間企業と同 じ条件で,政 府保証なしに,民 間か ら資金を調達

した と仮定 した場合,政 府が支払 うことになるであろう国債利子総額 との

差である。

3)国 有化保証公債の発行に伴 って,イ ギ リスの金融政策は,2重 の意味で

余計な負担を負わ され,そ の効果を阻害 されて来ている。それは特に金融

引締めで長期債価格が低落 している時に著 しい。すなわち金融引締め時,

国有化産業の保証公債発行 とその売却は,市 況を一層悪化させ,そ の結果

一層資金調達は コス ト高 となる。 このような市況悪化に伴 うコス トが第1

のものであ る。それか ら長期債の市場は将来予想に支配 され るか ら,国 有

化公債の売却 とい う要因は,国 債市場価格の一層の低落をもたらし,長 期

利子率の一層の上昇を必然化す る。 このような長期利子率の上昇に伴 うコ

ス トが第2の コス トとなる。 このような国有化保証公債の発行によって,

イギ リスの金融政策は,そ の弾力性を喪って効果が滅殺 されるに到 った と

いってよい。 このような金融政策上において生 じた負担 も,こ れ も国債化

保証公債発行に伴 う社会的費用 と考えてよいであろ う。

以上のような3つ のコス トを,社 会的費用 として挙げることが出来 るであ
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ろ う。 これ らが 果 して い くらに な るか,C・D・Foster自 身 も試 み て は い な い

け れ ど も,こ の合 計 が 巨 額 な ものに な るで あ ろ うことは 疑 うことが 出来 な

い。特に2)と3)の2つ の コス トは,イ ギ リス の国債 管 理 問題 と,ま た イ ギ

リス全 体 の金 融政 策 とに 密接 な関連 を もつだけ に,戦 後 の イギ リス資本 主 義

全 体 に ひ び く問題 であ り,R・F・Harrodの 指 摘 す る よ うに 「ポ ソ ドの破 滅

と,更 に は ポ ソ ドの維 持 の上 に 築 かれ てい るイギ リスの世界 にわ た る権 益 の
く　の

破 滅 とを招 く真の危険」 となったのである。

国有化産業投資の一方におけ る社会的限界生産力の減少 と,他 方におけ る

そ の資金調達のための社会的費用の増大,こ の事実を考慮す るな らぽ,国 有

化投 資全体は,戦 後イギ リス資本主義の新 しい状況の中で考え直さねぽな ら

ぬ ことは明らかである。そ して このことは,両 大戦間の大不況期に生れた国

有化思想そのものが,第2次 大戦後の新 しい状況下において,改 めて吟味 し

直 されねぽな らぬことを意味す るもので もあろ う。

IV限 界 コ ス ト と フ ル ・ コ ス ト

こ こで若 干本題か ら離れ るが,限 界 コス トか フル ・コス トか の 問題 をめ ぐ

って若干考察 を加えてみたい。

価 格政 策の基 準 と しての限界 コス ト理論 の もつ実際適用上の難 点について

は,す で に若 干 第 亜節 で ふ れ た の で あ るが,改 め て フル ・コス ト原 則 との 比

較 に おい て検討 してみたい,お よそ 国有 化 産 業 の投 資 ・価 格 政策につ いての

理 論的な研究 は,次 の3つ の段 階 に お いて 考 察 され なけ ればな らぬ。

1.経 済 学 的 分 析

2.測 定 の 問題

ぐ　うノ

3.管 理 運 営 上 の能 率 問題

始 め の経 済 学 的分析は,す で に 自明 の こ とで あ り,限 界 コス ト理 論 な ど も

(14)ハ ロ ッ ド 「安 定 成 長 の 通 貨 政 策 」p・207・

(15)A・J・Merret七,``AReconsidera七ion,"P・262・
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その代表的な ものであ り,本 稿第 皿節の内容なども同様である。しか し理論

的考察の結論 も政策の実際的適用 となると必ずそれだけではす まないのであ

って,2と3の 問題が必然的に生 じて くる。2は すなわち測定の問題である。

測定には必ず誤差を伴い,そ の誤差が大 きなものとなれば,政 策の理論的分

析が意図した ものも実現されない ことになる。そしてまた測定には必ず何 ら

か の測定 コス トがかかる。 このような誤差に伴 う損失 と,測 定に伴 う測定 コ

ス トの程度 とは,理 論的考察が決 して無視出来ないものであ る。

3の 問題 も無視できぬ。経済的分析 と,経 営的能率 とは一応別個の もので

あ り経済学的分析の結果,最 良として出て来た結論は,必 ず しも経営学的に

最良のもの とは限 らない。労務管理の拙劣 さに もとつ く生産性の低位は,単

なる限界 コス ト理論の政策的適用によっては是正 もされ なけれぽ また発見 も

されない。限界 コス ト政策がね らう所の資源の最適配分 も,こ の経営学的能

率 とい うことを無視する時には,国 民経済的には兎に角 として,経 営内の段

階では実現されないことになる。 このような測定の問題 と能率の問題は,価

格 ・投資の基準決定において忘れ るべか らざる視点であ るといえるだろ う。

この点を考えると,限 界 コス ト概念には多 くの難点があ る。第1に この測

定の問題で困難に直面す る。巨大な経営体で,他 の生産要素を一定に して,

1要 素のみを増加 してその限界生産物を測定することは,大 きな測定誤差を

伴いがちであ り,ま た減価償却をどう評価す るかにより限界 コス トは異った

値が出て来 て,そ こには恣意性が働 く。 このように限界 コス トの測定は曖昧
り　ノ

であるぽか りでな く,さ まざまの条件によって極めて異 った値を示す。第2

に,経 営能率にプラスす るとい うよりはむ しろマイナスとして働 く可能性の

方が強い。 これは収獲てい増法則の働 く場合,限 界 コス トは低下 して行 くか

ら,限 界 コス トによる価格政策は赤字経営を必然化す るであろ うし,そ れは

放慢経営と結びつ きやすい し,ま た同時に過剰投資の弊害を生む可能性が強

(16)こ の 点 に つ い て はCf・A・M・Henderson,``PricesandProfitsinState

En七erpriseノ'P・17・
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(17)

いo

この よ うな限界 コス トに まつわ る困難 を避け るために,本 稿第ll節 に お い

て は,綜 合余 剰 極 大 化 とい う基 準 を 採 用 して,理 論 の 展 開 を試 み た の であ っ

た が,上 述 した よ うな 困難 は,や は りこの綜 合 余 剰 の場 合 に も生 じてい るの

であ る。 た とえば消費者余 剰の測 定の如 き も,始 め に需 要 曲線 を測 定 す る こ

とが 先 決であ るが,こ れ もHo七ellingの 論 文 で示 され てい る よ うな単 純 な橋
く　　

の如 きケースで始 めて測 定可能 なのであ って,現 実 の複 雑 な 巨大 企 業 の場 合

に は,測 定 不可 能 で あ り,可 能 で あ った と して も大 きな測 定 の誤差 を伴 うの

であ る。

その意味では,第 皿節 で 展 開 した投 資基 準 論 も,上 述 の3つ の段 階 の うち

の1の 経 済 学 的 分析 の段 階 を こえ ては いないのであ る。

また,限 界 コス ト政 策 が,資 源 の 最適 配 分 を実 現 す るた め には,す べ て の

財 に つ い て この政 策 が 厳密 に守 られ ていなけれ ばな らぬのであ って,他 財 に

お い て 限 界 コス ト政 策 が 守 られ ていない時には,こ の 政策 は 資源 の最 適 配 分

を実 現す ることが出来ない。勿論他財 において,も しそ のそ れ ぞれ の価 格 が

そ のそ れ ぞれの限界 コス トか らすべ て同一の割合 で離れ てい る場合,こ の 財

に お い て もそ の価 格 設 定 が,そ の 同 じ割 合 で限 界 コス トか ら離れ てい るな ら

ば,資 源 の 最適 配 分 は実 現 され る訳 であ って,か か る場 合 は 必ず し も限界 コ

ス トそ の ままを厳密 に実行す る必要はない。 また この場合を更に発展 させ た

ケース としてsecondBestの 理 論 がJ・EMeadeや,LipseyandLancaster

に よって 発 展 させ られ て お り,特 に後 者 に お い ては,国 有 化 産 業 の価 格 政 策

に 対 してSecondBest理 論 を適 用 して 興味 あ る理 論 的 な 結論を導 き出 して

(17)Cf・A・M・Henderson,``ThePricingofPublicUtilityUnder七akingsノ'P・236・

(18)H・Hotelling,TheGeneralWelfareinRelationtoProblemsofTaxation

apdofRailwayanduti】ityRates,"Econometrica,July1938,P・269・ し か

し こ の 橋 の 場 合 で さ え も 消 費 者 余 剰 の 測 定 は 決 し て 簡 単 に は 行 い え な い の で あ っ

て,そ こ に も測 定 に 際 し て は 橋 の 使 用 者 の 主 観 性 が 入 ら ざ る を 得 ず,簡 単 な 橋 の

ケ ー ス で も恣 意 性 は 現 わ れ る 。 な お 詳 細 はCf・A・MHenderson,`'ThePricing

ofPublicU七ilityUnder'takingsノ'pp,231-232.
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い る。 しか しなが らこのSecondBes七 の理 論 も,そ の測 定 問題 や また 経 営 問

題 に お け る諸 困難 を考 え る時,た しか に 理 論 と して は精 緻 で は あ るが,実 行

可 能 な もの とは考 え られ な い。

更に国有化産業におけ る価格政策 を考 え る場合,特 に 強 度 の 代 替 、補 完 の

関 係 の あ る財 があ ることを忘れ る ことが出来 ない。石炭 ・ガス ・電気 ・石油

は代替性 が可成 り強 く,鉄 道 と 自動 車 輸 送 との場 合 に お いて も同様 であ る。

この よ うな強度に代 替性 のあ る財 があ る場合には,特 に 限界 コス ト政 策 が ど

の財 に も適用 され ることが 要請 され る 訳 であ る。 そ の場 合には 測定 の問題

が,一 層 大 きな 問題 とな らざ るを 得 ない し,ま た一 層 困難 な 問題 と もな るで

あ ろ う。 とい うのは代替関係 のあ る諸財 の需 要は,そ れ ぞれ 所 得 の変 動 に伴

う所 得 効 果 な り,ま た 生 産技 術 の変 化 に伴 う コス トの変化 な りに応 じて急速

に変 化す るであ ろ うし,そ れ らに伴 って 限界 コス トも変 化す る訳であ るが,

これ らの需 要 量 の変 化 な り限 界 コス トの変 化な りを同時的 に測定す る必 要に

せ まられ るか らであ る。そ して代替 ・補定 関係 の強い財 の数が1～2財 に と

ど ま らず,数 個 に も及 ぶ 場 合,そ れ らの経 済 量 の 同時 的 な測 定 はほ とん ど不

可能であ ろ う。

この よ うに考 えて,実 際 適 用 性 の見 地 か ら限 界 コス トとフル ・コス トとを

比較 して見 ると,Merrettの 指 摘 す る よ うに 結論 としてや は りフル ・コス ト

く　り

の優位性 を認 め ざるを得な くな るであ ろ う。すべ ての財 に フル ・コス ト原則

を適用 させ,そ の上 で価 格 の 消費 者選 択 の機 能 を働かせ る。かか る場合,限

界 コス トにみ られ た よ うな測 定 におけ る誤差の 問題にはあ ま りわず らわ され

ず に済む。 フル ・コス ト原則を適用 して得 られ たデー タは需要に関す る唯一・

の確実 なデー タとい って よ く,他 の さ ま ざ まな推 測 的 あ るい は 実験 的な デー

タよ りも遙かに確実 であ る。

(19)J,EMeade,Tradeαndwelfare,の 第1篇.RG・LipseyandR・K.

Lancaster,``TheGeneralTheoryofTheSecondBest!'

(20)A・J・Merrett,op・cit.,PP・274-276・
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測 定 に おけ る誤 差 とい う点 に つ いてだけでな く,経 営能 率 の見 地 か ら して

も,フ ル ・コス トの方 が 単 純,明 快 で あ るだけ に 限界 コス トよ りまさってい

る。特に代替性 の強 い諸財間においては,ど の財 に もフル ・コス ト原 則 を 適

用 した上で,ど の よ うに 消費 者選 択 が これ ら諸財 に作用す るかを確か めるこ

とが,確 実 な経 営 指 標 を得 る とい う見 地か らして,必 要不 可 欠 で あ る。 他 の

代 替 財 が すべ て フル ・コス ト原則に もとついてい るのに,1財 の み が限 界 コ

ス トに よっ て い る場 合,消 費 者選 択 に つ い て の デ ー タは不確実に な らざ るを

得ない し,需 要 が 急速 に変 化す る現 実 の社 会に おいてぱそ の不確実性 はい よ

い よ増大す る。か くして限界 コス トに比 して フル ・コス トは 明 らか に経営的

能率 な り測定の面な りにおいて優 ってい るといわ ざるをえない。

V国 有化産業の投資基準再考

以上 の行 論か ら明 らかに なった ことは次の3つ で あ ろ う。

i)イ ギ リス国 有化 産 業 の 社会 的 生産 力 は戦後減 少 した こと。

ii)そ れ に反 し,イ ギ リス 国有 化 産 業 の 資金 調 達 の社会的費用 は増大 した

こと。

iii)国 有 化 産 業 の価 格 政 策 と しては,測 定 及 び 能 率 の点 か ら して,限 界 コ

ス トよ りフル ・コス トを採 用すべ きこ と。

以上3点 を考 慮 しつ つ,新 た に投 資基 準 の 問題 を考 え直 そ うとす る訳であ

るが,こ こで考 え て見 よ う とす るの は,消 資 の制 限 で あ り,従 っ て延 いて は

投 資 の制 限 であ る。 この よ うな主 張が,最 近A・J・Merrettに よ って な され

た の で,Merrettの 所 論 を こ こに紹 介 し,か つ 吟 味 を加 え てみ た い と考 え

る。 一方 におけ る社会的 生産力 の減 少 と,他 方 に おけ る社 会 的 費 用 の増 大 と

い う2つ の傾 向は,明 らか に 国 有 化産 業投 資 を何 らか の形で,従 前 よ りも少

なか ら しめ る こ とを必 然化 す る ものであ り,そ の 点か ら して もMerrettの 所

説 は 吟 味 すべ き価 値 が あ るで あ ろ う。彼 は,戦 前 に お い て人 々が 国有 化 政 策

に期 待 していた もの とは正反 対の ものを主張す るのであ って,要 す るに 潤沢
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な投資に代 る不充分な投資,低 い価格で生産物を豊富に提供するとい う従来

の政策理念に代えるに,高 い価格で生産物の割当制を実施す るとい うことで

あって,彼 はそのことが結局長い眼で見て消費者余剰を反って増大させるの

ではないかと主張す る。彼の考える割当制 とい うのは,勿 論戦時中にみ られ

た ような形式的な割当制(ク ーポ ン券や特別許下制)で はな くて,も っとイ

ンフォーマルなものである。そ してそれは自由な価格機構 とも矛盾せず,い

わばそれは今 日で も日常み られ るようなものであるとい う。Merre七t自 身の

言葉でそれを述べ ると,

『もし現実の貨幣価格では,需 要が供給を超過す るような場合,非 公式な

割当制は一般 に広 く採用 されてお り,例 えば行列 とか不便 とか不愉快 とか と

い う形でそれは示 され,超 過需要に対 しては,こ のような形で附加的なコス

トとなって現われ る。 このような割当制は,す でに 日常生活でいたる所 でみ

られ ることであって,例 えば劇場の切符入手時 とか,バ スの行列の場合に認

め られ る。そ してかか る形の附加的 コス トは,他 のいかなる形のコス トより

も耐え られないものであるとは必ず しも判定出来ない。割当制 を何 も含まな

い価格政策や産出量政策が よいのだ とす る議論は,改 めて消費者余剰極大化

の基準に照 して再検討 され るべき必要があろう。そ して却って非公式な割当

制を採用 した方が,よ り大きな消費者余剰に導 くのではないか とい うことを

調べてみ る必要があ る。 これはアカデ ミックな問題以上の問題であ り,こ れ

こそ,若 干の公共サービスが不充分であ りまた不適当であ ることの合理的根

く　り

拠なのである。』

長期間にわたって 国有化産業への投資が制限されねば ならぬとい う状況

は,戦 後のイギ リス経済における投資の絶対額が著 るしく低い とい うことか

ら考えて,当 然の前提 と考えてよいであろ う。そ して国有化産業の資金調達

の社会的費用は,そ の名目的な利子費用 よりもは るかに高いことはすでに明

らかに された所であ る。そ してよ り多 くの資金を調達するとなれば,一 層多

(21)A・J・Merrett,oメ)・cit・,P・278・
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くの社 会 的費 用 が必 要 とな る こ とは明 らかであ り,こ の彪 大 な社 会 的 費用 を

考 慮 す れ ば,Merre七 七 の割 当制 の主 張 は,決 して戦 時 中 の統制 経 済 へ の逆 行

を 意味す るアナ クロニズ ム的な もの とは いえない し,あ る種 の正 当性 を もつ

もの で あ る と考 えて よいであ ろ う。

所 でMerrettの 考 え て い る割 当制 は,図 解 す る と,第2図 の 如 くであ る

が,そ こに お い て は2つ の特 長 が 見 られ る。第1の 特 長 は,割 当 制 を実 施 し

て も,フ ル ・コス ト原 則 を貫 くとい う点にあ る。第2の 特 長 は,割 当制 は,

何 らか の不 便 ・時間 の ロス ・行 列制 を伴 い,そ れ に 伴 い 消 費 需 要 は割 当制 の

実 施 されない場 合 よ りも,若 干減 少せ ざる を え ない 。 この2点 をMerrettの

図 の特 徴 と解 す る こ とが で き るであ ろ う。

今 第2図 の左 図 に お い て,始 めFull・Cost原 則 を 守 って,生 産 量q2,価 格

p2と す る。所 が 消費 の割 当制 を実 施 し,生 産 量 を,限 界 費 用 曲線 と需 要 曲線

との交 点 が示す所 の生産量qlに まで 減 少 させ る とす る。 そ の時 の価格を,

この限 界費 用 曲線MCと 需 要 曲線Dと の交 点 の高 さが 示 す よ うな価 格 とす

れば,た しか に 消費 者余 剰 が これ に よって極大 とな る訳であ るが,し か し フ

ル ・コス ト原 則 は 守 られ ない ことにな る。そ こで生産量 はqlに 留 め て 消費

第2図
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者余剰 を極大 し(何 故 な らぽq1はMCとDと の 交 点 が示 す 生産 量 であ るか

ら),他 方 同時 に フル ・コス ト原 則 を守 るとすれ ば,価 格 は 平 均 費 用 曲線AC

と生 産 量q1と の交 点pIの 高 さに 巷 ね ぽ な らぬ 。 生 産 量q1で 価 格 がp1で は,

しか しなが ら,決 して均 衡 は成 立せ ず,そ こに はq2-q1の 過 剰 需 要 が 存在

す る こ とに な る。従 って過剰需 要があ るのであ るか ら,何 らか の割 当制 を実

施 す る とい うことに なる。例 えば,行 列 ・生産 物 の納 期 の 遅 延 ・供 給 の不安

定(例 えぽ 電 力 の ピ ー ク ・ロー ド の時 の不安定供給等)等 が 現 わ れ た とす

る。 か か る場 合,消 費 者余 剰 は ど う変 化 す るで あ ろ うか?こ の変 化 を考 え

た のが 第2図 の右 の 図 で あ る。

す でに のべ た よ うにかか る割 当制 に伴 って,需 要は 若 干減 少 せ ざ るを 得 な

い 。需要 曲線はDLか らD2に 移 行 す る。 そ の 時 のD1とD2と の差Aは 消 費

者余 剰 の減 少 とな る。他 方価格 はP2か らPlに 下 った とす れ ぽ,価 格 引下 げ

p2-p1の 幅 と産 出量qiの 長 さ とに 相 当 す る面 積 部 分(斜 線c部 分)だ け 消 費

者 余 剰 は増 加 す る こ とに なる。 また産 出量は 始 めのq2か らq1に まで 減 少

させ られ た の に伴 い,線D2と 線q1とp2と の3直 線 で か こ まれ た 面積 部 分

(B)だ け 消 費 者余 剰 は減 少 させ られ る ことにな る。 従 って 消費者余剰 の変

化 は

一A-B十C

とな る。 もし一A-B+C>0な らば,こ の割当制によって消費者余剰は,

産 出量の減少に も拘 らず反って増加 したことになる訳であ る。 もしこのよう

な割当制によって,消 費者余剰の極大化が実現 され,他 の如何なる産出量な

り如何なる価格設定な りによってもこれ以上に消費者余剰が大 きくな りえな

い とするな らば,当 局は,こ の割当制の下におけ る産 出量q1を こえて産出

量 を増加 したとしても,こ れは反って消費者余剰 の減少をもた らす ことにな

る。以上がMerrettの 主張である。

更に また,フ ル ・コス ト原則による価格の設定 も,長 期的に資本の割当が

行 なわれなけれぽならぬよ うな時には,必 ず しもそのまま守 られる必要はな
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い の で あ って,む しろ フル ・コス ト原 則 に よる価格 よ りもよ り高 い価格 を設

定 して,国 有 化 産 業 はそ れ に よっ て利 潤 をあげ,そ の利 潤 を 蓄積 して将 来 の

投 資 々金 として利用 し,そ れ に 基 い て大 規 模 な生 産 が 可能 とな り,価 格 低 下

が 実 現 され る とす れ ば,そ れ に よって 長期 的 にみ て 消費 者余剰 が よ り一一層増

大 す ることが可能 であ る。か くしてMerrettは 将 来 の消 費 者 の 消 費者 余 剰 も

考 慮 して,こ の割 当制 を 考 え るな らぽ,フ ル ・コス トに よ る価 格 以上 の価格
く　の

を設定することも場合によっては必要であ ると主張 している。

このようなMerrettの 割当制の主張は,人 の意表をついた面白い着想 とい

うことが出来るし,従 来の国有化産業の投資優先 とい う方針に対 して正面か

ら攻撃を加えた理論 として考えることが出来 る。 しか しなが らこの主張は,

まだ着想の域を出ていないとい うべ きであって,具 体的な展開はMerrett自

身において もされていない。特に割当制を行 うばあいのその基準の詳細な考

察については まだ充分納得的でな く,そ してその基準が,さ きほ ど述べた測

定 の問題 と,経 営能率の問題 とを加味 した実測可能な基準でなければならぬ

とす るなら,一 体 どんな ものがあるかについては答えられていない といわざ

るをえない。更にまた巨視的な国民経済的な角度か ら,資 本割当制全体の効

果如何 とい う問題にもふれてお らず,ま だ微視的な産業段階におけ る分析に

とどまっているにす ぎない。 しか しそれに も拘 らず,こ の資本割当制は将来

の大 きな理論的展開の基本を示 したといってよいであろ う。

、伍 結 論

戦後20年 間 の イギ リスの国有化産業の投資政策を反省 してみると,次 の

2点 が明らか となる。第1に は国有化産業の社会的生産力は,産 業構造の発

展に伴い,代 替財産業が成長 しそのために次第に減少しつつあるとい うこと

であ る。第2に は国有化産業の投資々金の社会的費用は,そ の名目的費用に

比較 して著 しく大 きいとい うことであ り,こ のことは第2次 大戦後のイギ リ

(22)A・J・Merret七,opcit・,PP・286-287・
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ス経済の激変 した金融構造や財政機能一 総 じて戦後の新 しいイギ リス資本

主義の体制 に由来するものである。

この2点 か らして当然に,何 らかの形で投資規準が改めて再考されねばな

らぬ ことが明 らかである。筆者はMerre七 七の考察を借 りて資本割当制 とい う

規 準をここで述べてみた訳であ り,こ の割当制そのものには筆者 も賛意を表

したい。 しか しまだ このMerrettの 考察 も1つ の着想の階段であって,充 分

な展開がなされている訳ではない。




